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新規就業者数（立地企業）（人） 50 50 50 50 50 19 38.0

合同企業説明会等を開催
し、市内企業への就業を
促し、また、ふるさとハ
ローワークでの募集を
行ったが、人材が市内に
残らず市外へ流出したた
め、目標達成できなかっ
た。

天草地域合同企業説明会
や市内の企業説明会を実
施し、学生等へ市内企業
の事業内容等周知に努め
る。

新規就農者数（人） 2 2 2 2 2 3 150.0

新規就農者の相談窓口は
随時受け付けているが、
就農には一定規模の初期
投資が必要であり、最終
的には本人の判断による
要素が大きい。
そのような状況の中で、
本年度は認定申請のタイ
ミングにも恵まれ、令和
７年度中に３名の新規就
農に結びついたため、目
標達成できた。

今後も、新規就農者向け
の支援制度の周知などを
行い、増加に向け取り組
みたい。

新規事業所数（件） 5 5 5 5 5 5 100.0
海運業を中心に事務所の
開設が多かったため、目
標達成できた。

需要が高まっている海運
業支援について設備投資
も含め、さらなる助成事
業の活用を促していく。

新規企業立地数（件） 1 1 1 1 1 0 0.0
市外からの企業誘致に至
らず、目標達成できな
かった。

立地意欲のある事業者へ
より多くアプローチする
ため、メール配信など、
従来のやり方の見直しを
行う。

過疎地域持続的発展計画
地域の持続的発展のための基本目標事後評価
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新規移住者数（市が関与した者）（人） 58 62 66 70 74 31 41.9

令和７年８月豪雨によ
り、災害復旧に専念する
ため、４か月間すべての
移住関連業務を休止した
ため、目標達成できな
かった。

空き家バンクの登録物件
の掘り起こし等、移住者
の受入体制を整備する。

地域おこし協力隊員新規導入数（人） 2 2 2 3 3 4 133.3

地域コーディネーター等
による丁寧なヒアリング
を基に案件組成を行うと
ともに、隊員候補者に適
切に届く媒体を選定し、
効果的な情報発信を行っ
たため、目標達成でき
た。

現在の取組を引き続き継
続する。

超高速ブロードバンドの新規加入世帯数（世帯） 400 400 400 400 400 52 13.0

ブロードバンド未整備地
域の整備を完了し、市内
の世帯カバー率は100％
に達したが、目標達成で
きなかった。

インターネットを活用で
きる環境は整っているた
め、民間事業者による新
規加入者の獲得を期待す
る。

新規電子申請可能業務数（件） 0 26 2 2 1 21 2100.0

戦没者等の遺族に対する
特別弔慰金の請求手続
き、社会体育施設の使用
申請手続き等のオンライ
ン化によって、当初の新
規電子申請可能業務件数
の目標を大幅に上回っ
た。

上天草版ＤＸ推進計画に
基づき電子申請可能業務
（オンライン化する対象
手続）を整理し、行政手
続のオンライン化を推進
していく。
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ＡＩ・ＲＰＡを活用した新規業務数（件） 5 10 10 10 10 1 10.0

令和７年度においては、
業務改善（ＡＩ・ＲＰＡ
を活用した新規業務の創
出等）を進めるため、係
長級職員を対象とした
「業務改善実現ワーキン
ググループ（ＷＧ）」を
設置し、具体的な業務改
善手法の検討や既存の改
善事例の横展開を図るこ
とを予定していた。
しかしながら、令和７年
８月に発生した豪雨災害
への対応を最優先とした
ことにより、当初計画し
ていたＷＧの開催が困難
となり、ＡＩ・ＲＰＡの
活用を前提とした業務の
洗い出しや改善検討を十
分に実施することができ
なかった。
このため、新規業務の創
出が進まず、目標件数
（10件）に対し実績は１
件にとどまった。

令和７年度は、災害対応
の影響により計画してい
た業務改善の検討及び庁
内横展開には至らなかっ
たが、代替的な取組とし
て課長級職員を対象とし
たＢＰＲ研修会を２回開
催し、業務改善やＡＩ・
ＲＰＡ活用の必要性につ
いての認識共有を図っ
た。
これにより、ＡＩ・ＲＰ
Ａの活用を前提とした業
務改善に向けた組織的な
意識醸成と基盤づくりを
進めることができた。
今後は、これらの基盤を
活用し、業務プロセスの
見直しや対象業務の具体
化を進め、ＡＩ・ＲＰＡ
活用を推進し、新規業務
創出の着実な増加につな
げていく。

市民向けメディアリテラシー講習会の開催回数（回） 0 1 1 1 1 32 3200.0

従来の講座に加え、総務
省の補助事業である「デ
ジタル活用支援推進事
業」を活用し、デジタル
リテラシーの向上や、市
民の関心のあるＳＮＳ等
の活用などに関する講座
を開催することで、目標
を大幅に上回る講習会の
開催を達成することがで
きた。

従来の講座に加え、地域
の高齢者等を含めた市民
を対象としたＩＣＴリテ
ラシー向上やオンライン
での行政手続きの普及を
目的とした講座を開催
し、便利で快適なデジタ
ル化を推進していく。
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待機児童数（人） 0 0 0 0 0 0 100.0

市ホームページ及び広報
にて各施設についての案
内を行ったため、目標達
成できた。

これまでの取組を継続す
る。

放課後児童クラブ等数（件） 10 10 10 10 10 12 120.0

各クラブと連携を図り、
持続的な活動及び質向上
に努めたため、目標達成
できた。

物価及び人件費高騰を踏
まえ、運営者に対する民
間事業者活用等の情報提
供を含め、持続可能で発
展的な運営を促す。

特定健診の実施率（％） 50 55 60 60 60 35.5 59.2

未受診者に対する対応と
して、専任職員（事務
職）を配置し、電話連絡
や勧奨通知による受診勧
奨を行った。また、市内
医療機関を訪問し、医師
へ協力依頼を行った。そ
の結果、受診率が前年か
ら微増したものの、目標
達成できなかった。

現在の取組を継続し、専
門職が関わる各種相談や
支援の機会を捉え、受診
の必要性について継続的
な周知・啓発を行う。

住みやすいと思う市民の割合（％） 63.0 63.5 64.0 64.5 65.0 55.2 84.9

・目標数値には達してい
ないが、同問の更問「住
みにくいと思う理由(３
つまで選択)」の「福祉
分野のサービスや施設が
不十分」と答えた市民の
割合は、令和５年度
5.5%(13人)、令和６年度
3.6％、令和７年度2.6％
と構成比6%未満を維持し
ており、「第４期上天草
市地域福祉計画・地域福
祉活動計画」に基づく小
地域ネットワーク等（設
置率94.3%）による地域
福祉活動の取組みによる
ものと考えられる。
・医師不足により、休診
となる診療科があったた
め。

・「第４期上天草市地域
福祉計画・地域福祉活動
計画」に基づき、小地域
ネットワーク等をはじめ
とした地域福祉活動各種
事業を引き続き取り組
む。
・医師を含めた医療従事
者の確保を強化する。
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巡回診療など過疎地域の診療を支援する取組の実施状況（回） 200 200 200 200 200 206 103.0

予定通りの診療計画に
沿って実施することがで
きたため、目標達成でき
た。

今後も継続して実施す
る。

地域医療に対する住民満足度（％） 42 45 45 46 47 55 117.0

市内唯一の総合病院とし
て、幅広い医療ニーズに
対応し、地域に根差した
医療提供体制の確保に努
めることができ、目標達
成できた。また、患者一
人ひとりに寄り添った対
応も満足度達成に寄与し
た。

現行の医療提供体制を安
定的に維持しつつ、さら
なる充実を図る。あわせ
て、職員の接遇研修等の
強化により、丁寧な説明
や患者目線の対応を徹底
し、満足度の向上を図
る。

小中学校数（校） 17 17 15 15 11 16 68.8

保護者等の関係者の合意
形成に時間を要したた
め、目標達成できなかっ
た。

令和９年４月の統合に向
けて令和７年度中に統合
準備委員会を発足してい
る。

まちづくり事業推進助成金申請件数（件） 1 2 3 3 3 1 33.3

事業募集については、説
明会、行政区での班回
覧、市ホームページへの
掲載等での周知を行った
が、目標達成できなかっ
た。

令和８年度については令
和７年８月豪雨からの復
旧を優先するため募集を
中止しており、令和９年
度以降については助成制
度の見直しを含めた事業
の検討を行う。

農道橋保全対策計画の進捗率（％） 100 － － － －

汚水処理人口普及率（％） 58.5 60.0 61.5 63.0 64.5 61.8 95.8

令和７年度は合併処理浄
化槽の設置基数が予定よ
り少なかったため、目標
を達成することが出来な
かった。

今後は、浄化槽設置助成
事業の周知を行うととも
に、下水道加入促進及び
浄化槽設置基数の増加を
図り、汚水処理人口普及
率の向上を目指す。
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住宅用省エネルギー設備設置費補助金実績数（件） 20 20 20 20 20 18 90.0

令和７年度は、国の物価
高騰対応重点支援地方創
生臨時交付事業を活用
し、予算の増額や広報紙
でも再周知を行った結
果、令和６年度実績より
も補助件数を増やすこと
ができたが、太陽光と蓄
電池等を併せて設置する
世帯が多く、補助件数に
反映させることができ
ず、目標を達成すること
が出来なかった。
○件数
・太陽光のみ　 ３件
・蓄電池のみ　 ８件
・太＋蓄 　　  ５件
・太＋HEMS　   １件
・太＋蓄＋HEMS １件

今後も引き続き、省エネ
及び太陽光発電設備等の
導入を促進し、実質ＣＯ

２排出量ゼロ達成に向け

取り組んでいく。

目　標

令和7年度末の総人口　23,688人

財政力指数の維持（平成24年度以降0.25で推移）

令和6年度 令和7年度

23,279 人 22,618 人

0.25 0.26


